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参考）大学・研究機関の集積 

 飯塚市には、3 つの大学に加え、研究機関等の頭脳拠点が立地し、さらに、産学のコー

ディネート機能を持つ福岡県立飯塚研究開発センターや、高度情報処理技術者を養成する

福岡ソフトウェアセンター等の拠点施設が集積しています。 

 

飯塚市の大学・研究施設の位置図  
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（６）工業団地 

飯塚市内には 23 の工業団地に 160 の工場・事務所が立地しています（2022(令和 4)年

12 月現在）。近年の企業誘致の取り組みにより工場等の立地が可能な市所有の工業団地が

不足する中、雇用の創出や設備投資の促進のため、新たな工業団地の確保が課題となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）飯塚市 

飯塚市内の工業団地一覧 
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地域経済循環のイメージ 

 
資料）環境省、（株）価値総合研究所「地域経済循環分析自動作成ツール Ver3.0 2022 年 11 月 4 日」 

   より飯塚市作成 
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アジア経済交流推進事業

事業概要 項目 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

紹介対応件数

(外国人雇用)
－ － － 6件 4件

紹介対応件数

(海外展開)
－ － － 11件 15件

国際化推進事業

事業概要 項目 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

相談件数

(市相談窓口)
－ － 105件 146件 153件

相談件数

(行政書士によ

る相談窓口)

－ 31件 12件 14件 13件

相談件数

(外国人雇用無

料相談窓口)

－ － (企業)1件 (企業)10件 17件

(成果・課題)外国人雇用に関する相談があった際は、市内監理団体や関係機

関を紹介して対応できた。海外展開支援については、今年度から新設した補

助金も活用しつつ、支援機関の支援策や補助金等の申請サポート等、市内企

業のニーズに合わせた支援について対応できた。引き続き市内企業を発掘し

つつ、ニーズに応じたきめ細やかな支援を行う必要がある。

(成果・課題)市報やHPだけでなく、飯塚市外国人相談窓口facebookによる周

知を行ったことで相談件数が増加し、対応することができた。国の入国制限

の緩和により入国する外国人が増加してきており、引き続き外国人相談窓口

において一元的に相談を受け付けることにより外国人市民や外国人を雇用す

る企業等の支援を行う必要がある。

技能実習生の受入体制強化、海外販路開拓事業、地

場企業の海外進出支援を実施し、地域経済・産業の

活性化を推進する。

外国人相談窓口を設置し、外国人労働者を含む市内

在留外国人への生活等の支援を実施する等、多文化

共生の地域づくりを推進する。
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新産業創出支援事業

事業概要 項目 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

経営相談 138件 130件 57件 － 0件

伴走型支援 － － － 3社 5件

①飯塚市新産業創出支援センターにおけるインキュ

ベーションマネージャーによる経営相談を実施す

る。

②市内スタートアップ企業の成長段階に応じた伴走

型の経営相談を実施する。
(成果・課題)インキュベーションマネージャーによる経営相談の実施（2021

年度は未実施）により、トライバレーセンター入居企業の支援につながっ

た。2021年度からは、起業支援、スタートアップ段階にある企業の重点的支

援を目的に、成長段階に応じた伴走型支援を行い各企業の価値向上が図れ

た。新規利用者を増やすため、事業のPRや周知の強化が必要である。
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飯塚市中小企業振興基本条例 

 

 

飯塚市は、江戸時代には長崎街道の宿場町として繁栄し、明治以降は石炭の町として栄

えるなど古くから物流と文化交流の中心地として発展してきた。 

国内の石炭産業が衰退してからは、新しい産業の創出に向けて工業団地の整備や企業誘

致に努めると同時に、大学や産業支援機関の誘致を積極的に進めた結果、福岡県央地域の

中心都市であるとともに、3 つの大学を有する文化性・創造性を備えた情報産業都市、学

園都市として、研究開発と産業振興の拠点が集積するまちとして変貌を遂げている。 

その中にあって、本市の産業発展を支えてきた中核は中小企業であり、その経済活動に

よる市民の雇用の確保、消費の活性化などの本市経済への寄与だけでなく、まちづくりや

災害対応など、市民生活全般を支え地域社会に貢献する役割も果たしており、本市の発展

と市民生活の向上をもたらす重要な担い手となってきた。 

しかしながら、近年、グローバル化に伴う急激な経営環境の変化や少子高齢化に伴う国

内市場規模の縮小など、中小企業を取り巻く状況は、厳しさを増している。 

今後、社会及び経済構造が大きく変化する中で、中小企業は先人の知恵と技術を受け継

ぎ、さらに発展させることにより、地域経済活性化に貢献する必要がある。 

また、この中小企業の役割と重要性について、企業、行政、関係団体、金融機関、大学

等及び市民が共通認識を持ち、その果たすべき役割を明らかにしながら、協働して本市の

持続的な経済発展や豊かな地域社会の形成につなげていくことが必要である。 

ここに、本市の中小企業の振興に向けた基本理念等を明らかにし、中小企業振興を本市

の重要施策と位置づけ、社会が一体となって地域経済の活性化を図っていくため、この条

例を制定する。 

(目的) 

第 1 条 この条例は、中小企業が本市経済の発展において果たす役割の重要性に鑑み、中

小企業の振興の基本となる事項を定めることにより、中小企業の健全な発展を図り、も

って地域経済の発展及び市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 中小企業者 中小企業基本法(昭和 38 年法律第 154 号。以下「法」という。)第 2

条第 1 項各号のいずれかに該当する者であって、市内に事務所若しくは事業所又は住

所(以下「事業所等」という。)を有するものをいう。 

(2) 小規模企業者 法第 2 条第 5 項に規定する小規模企業者であって、市内に事業所

等を有するものをいう。 
















